
（１）事業の概要等

令和 6 年度

（２）事業費

（３）業績

単位

（４）事業の評価

千円

改善
取組内容

（１）危険・迷惑空き家の通報方法の変更
危険・迷惑空き家の通報をこれまでの窓口や電話での受付から、市公式LINEの市民レポートシステム「まちレポこまき」
を活用することで、現地の位置、現地の写真での受付が可能となり、これまでの窓口・電話での受付よりも業務が明確と
なります。また、窓口・電話での業務の削減にもつながります。
（２）ホームページの改善
問い合わせ業務削減のため、情報を探しやすいホームページの構成・FAQの作成を行う。
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●平成26年度　 空家等対策の推進に関する特別措置法の施行
●平成28年度　 小牧市空家等対策計画の策定（計画期間：平成29年度～令和3年度）、空家等実態調査
●令和元年度　 小牧市空家等対策協議会の設置、 （公社）愛知県宅地建物取引業協会と「小牧市における空家等対策に関する協定」を締結、空き家総合相談窓口及び小牧市空き家バンクの開設
●令和2年度　  空き家等除却工事費補助金の施行、空家等実態調査
●令和3年度　  小牧市空家等対策計画の改定（計画期間：令和4年度～令和13年度）、 （公社）全日本不動産協会愛知県本部と「小牧市における空家等対策に関する協定」を締結
●令和4年度　  小牧市建築物等及び空き地の適切な管理に関する条例施行、小牧市空き家管理事業者登録制度創設
●令和5年度　　所有者特定のための相続人調査の委託化、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に伴う条例等の改正
●令和6年度　　空家等実態調査
●令和7年度　　危険・迷惑空き家市民レポートシステム「まちレポこまき」の導入、小牧市空家等対策計画中間見直し、株式会社クラッソーネと「小牧市における空家等対策に関する協定」を締結

～ 令和９年度以降

担当部 都市政策部 担当課・担当係 都市計画課　居住推進係
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事業の目的・効果

所有者の空き家及びその維持管理に関する意識醸成を図るとともに、良好な空き家の利活
用と危険な空き家の除却を促進することで、良好な居住環境を形成することを目的として
おり、安全で安心なまちづくりにつながる効果があります。

事業概要

空家等の発生抑制に向け、セミナー等を開催し、周知、啓発を行うとともに、空家等の管理
について、空き家を管理する事業者登録・紹介制度を推進します。また、空家等の流通・利活
用に向けて、支援や情報提供を行います。

事業の経緯
・

年度計画

4 目 1 大 4 中3 事業区分 その他（評価対象） 款 8 項

事
業
費

項目 単位等 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

その他 0 0 0

0会計年度任用職員 人 0 0

Ｒ6 Ｒ7

直接経費
決算額

財源
一般財源

千円

11,894 7,135 6,445

0

計（Ａ） 12,044 7,585 6,595 16,142

11,807

国・県支出金 150 450 150 4,335

予算額 千円 5,959 8,014 11,635 22,353 16,223

対前年比 ％ ― 62.98% 86.95% 244.76%

事業費合計（Ｃ＝Ａ+Ｂ） 千円 25,587 19,473 15,624 26,828

人件費（Ｂ） 千円 13,543 11,888 9,029 10,686

人件費 0.2

1.35正規職員 人 1.8 1.58 1.2

22 25

実績 32 27 24 27
指
標

指標ほか Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

成果指標

Ｒ6 Ｒ7

管理不全空き家の棟数 棟
目標 ― 30 25

3

実績 1 3 3 3

目標 1 3

事務事業評価による額事業の方向性

E（廃止）業務自体を無くせるか

3 3

0

R（入替・代替）手順や担当を変えられるか

C（結合）作業をまとめられるか

今後の
実施内容

事業の目的達成のため、取組内容は強化していくものの、費用の増加は最小限に抑え、費用対効果の高い事業内容に
見直していきます。以下が詳細な今後の実施内容です。

１．危険・迷惑空き家のオンライン通報の導入〈R7.6.2導入済〉
今後空き家の増加が見込まれており、また近隣住民に危険・迷惑を及ぼし、緊急性の高い空き家についても増加していくことが
推測されます。そのような危険・迷惑空き家の情報を早く把握し、対応していくため、これまでの窓口及び電話での相談受付け体
制から、市公式LINEによる市民レポートサービス「まちレポこまき」を活用したオンライン通報システムを令和７年６月から開始し
ました。これは、市民が通報しやすい環境を整備するとともに、職員の窓口、電話による業務負担を削減することも目的としてい
ます。
２．空家等対策におけるホームページの改善〈R7.4改善済〉
空家等対策の取組について、乱雑に情報発信しているところ、空き家予備軍向け、空き家所有者向け、近隣の空き家に困ってい
る人向けにページを構成し、必要な情報が探しやすいホームページに改善するとともに空き家FAQのページを作成し、電話や窓
口等の問い合わせ業務の削減を図る。
３．民間連携の強化〈R7.8.28 株式会社クラッソーネと協定締結済〉
空き家の除却を進めるための第一歩は、解体費用の工面からはじまります。そこで解体費用を容易にシミュレーションできるシス
テムを民間連携により導入することで除却の推進を図ります。
また、その他、空き家対策セミナー等を共同で実施し、これまでより、セミナー回数を増やすことで、空き家の発生抑制、空き家の
除却推進の強化をしていきます。

成果指標として設定する管理不全空き家の達成状況としては、年々減少しており、良好な空き家の利
活用と危険な空き家の除却を促進することで、良好な居住環境の形成を進めることができている状
況である。
ただし、空き家の棟数の把握は約５年に1回の調査となり、それまでは、固定資産税課税情報による
除却・売却によるデータの削除、苦情相談によるデータの追加で空き家の棟数の把握に努めている
状況です。そのため、調査後、空き家となっても苦情・相談がない空き家については市で把握するこ
とができないため、調査の都度、空き家が相当数増加している状況です。
（※調査時期/空家等の棟数：平成28年/363棟、令和２年/780棟、令和６年/８９９棟）
今後、さらに空き家については増加していくことが見込まれることから、発生抑制、適切な管理、除
却・利活用のそれぞれの視点での取組の強化は必要であると考えます。
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S（単純化）もっと簡単にできるか

実施計画事業 〇

評価対象年度

活動指標 空き家セミナー及び個別相談会開催回数 回

維　持（改　善）


